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日本の GDP速報（1次速報）は、当該四半期終了後 1ヵ月半程度で公表されるが、諸外国に比べる

と公表のタイミングが遅い。たとえば、米国は当該四半期終了後 1ヵ月弱、ユーロ圏は当該四半期終

了後 1 ヵ月で公表される。かつては、日本の GDP 速報の公表時期はもっと遅かった。2002 年に推計

方法の大幅な見直しが行われた際に 1ヵ月弱前倒しされたが、それから 20年以上公表時期は変わって

いない。 

GDP統計は国内の経済活動を包括的かつ整合的にとらえることができる重要な経済統計であり、公

表が早期化されれば、経済動向の迅速な判断や適切な経済政策の立案に資することも期待される。し

かし、公表の早期化と推計精度はトレードオフの関係にある。GDP統計は家計調査、鉱工業指数、国

際収支統計などの様々な基礎統計を基に推計された加工統計である。このため、公表を早期化すれば、

GDP速報の推計に用いることのできる基礎統計が少なくなり、推計精度が落ちてしまう恐れがある。 

内閣府によれば、GDP 速報（1 次速報）を「当該四半期終了後+30 日」で公表する場合、推計で用

いている基礎統計のカバー率は、民間最終消費支出が現行の85％から61％、民間住宅が92％から59％、

民間企業設備が 59％から 47％、輸出入が 100％から 67％へと低下する1。当然のことながら、基礎統

計のカバー率が低ければ、その後の GDP統計の改定幅が大きくなる可能性が高まる。 

したがって、推計精度を落とすことなく GDP 速報の公表早期化を図るためには、基礎統計の公表

早期化が不可欠である。ところが、日本の経済統計は一部2を除いて公表の早期化が進んでいない。た

とえば、家計消費支出の推計に用いられる「家計調査」（総務省統計局）は、以前は概ね当該月の翌月

末に公表されていたが、家計調査以外の統計（家計消費状況調査、家計消費単身モニター調査、消費

動向指数）と同時に公表することに変更した 2018年 1月分以降、当該月の翌々月上旬に公表されるよ

うになった。 

また、家計最終消費支出、民間企業設備、民間在庫変動など幅広い需要項目の推計に用いられ、基

礎統計としてのカバー率が非常に高い「鉱工業指数」（経済産業省）は、現在では当該月の翌月末（12

 
1 統計委員会「第 36回国民経済計算体系的整備部会 資料 2」（令和 6年 3月 25日）

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/toukei/sna/kaigi/02shingi05_02000697.html） 
2 消費者物価指数は、2018年 1月分から公表が 1週間早期化された。 
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月を除く）に公表されているが、かつては翌月末よりも早く公表されることもあった。1998年以降の

「鉱工業指数」の公表日を確認すると、2000 年頃まではほとんどの月で翌月末の 2～3 営業日前に公

表されていた。しかし、その後は徐々に翌月末に公表されることが多くなり、2020 年以降は 12 月を

除く全ての月で翌月末に公表されている（図表 1）。鉱工業指数の公表日は実質的に後ずれしている。 

日本の経済統計は月次統計の場合、当該月の翌月末に公表されるものが多い。しかし、よく考えて

みると、月によって営業日の数が異なるのに、公表日が必ず翌月末というのは不自然だ。 

月次統計は、一般的には当該月終了後に調査票の回収、データの集計、加工、公表資料の作成等を

経て結果の公表という流れとなる。1 ヵ月の日数は月によって異なるので、公表日が翌月末というこ

とは、月によって統計作成、公表に要する日数が異なることを意味する。たとえば、鉱工業指数の場

合、2020年以降の公表日は 12月を除いて翌月末となっているが、翌月初めからの営業日を数えると、

18 営業日目から 23 営業日目までばらつきがある（図表 2）。当然のことながら、2 月は日数が少ない

ので、公表までの営業日数が少ないことが多い。日数が少ない 2月でも翌月末に結果を公表すること

ができるのであれば、他の月は翌月末を待たずに公表することができるのではという疑問が湧く。 
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図表1 鉱工業指数が翌月最終営業日より前に公表された回数

（注）12月を除く。24年の6月以降は予定

（資料）経済産業省「鉱工業指数」
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図表２ 鉱工業指数公表日の翌月初からの営業日数（日）

（注）24年の6月以降は予定

（資料）経済産業省「鉱工業指数」
（年・月）

 

 

統計の作成、公表にかかる作業は一定の日数で完了することが可能なはずだ。実際、日本銀行が作

成、公表している統計の多くは、公表時期を「原則として、翌月第●営業日目」としている（図表 3）。

公表時期は当該月の翌月初めからの営業日によって決まるのが合理的だ。公表日の決め方をこのよう

に変えれば、結果的に多くの月で公表日の前

倒しが可能となるだろう。 

全ての統計の公表日を前倒しすると、統計

作成部署の負担が重くなりすぎるかもしれな

いが、少なくとも GDP 速報の推計に用いら

れる基礎統計に関しては、公表日の決め方を

日銀方式に変更することを検討すべきである。 

公表日を翌月初めからの営業日で決めるように変更すれば、基礎統計の公表日が早まることとなり、

その結果として GDP速報の公表早期化につながる可能性が高まるだろう。 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供

が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものでもありません。 

統計名 公表時期
企業物価指数 翌月の第8営業日
企業向けサービス価格指数 翌月の第18営業日
マネーストック 翌月の第6営業日
マネタリーベース 翌月第2営業日
貸出・預金動向 翌月上旬

（出所）日本銀行

図表3　日本銀行作成統計の公表時期


